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利用上の注意 

 

１ 工業統計調査は従業員 4 人以上の製造事業所（以下「事業所」という）を対象に実施

している。 

本報告は、「平成２４年工業統計調査」（以下「工業統計」という）の調査票情報につ

いて埼玉県が独自集計したものである。  

 

２ 本報告において、「平成２４年」及び「平成２２年」以前の数値は工業統計の調査結果、

「平成２３年」の数値は経済センサス―活動調査（以下「活動調査」）の調査結果である。  

  また、調査結果のうち、製造品出荷額等、付加価値額等の経理事項は、工業統計は各

調査年１年間、活動調査は平成２３年１年間の数値である。事業所数、従業者数等の経

理事項以外の事項は、工業統計は各調査年の１２月３１日現在、活動調査は平成２４年

２月１日現在の数値である。  

 

３ 各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場

合がある。なお、比率は、小数点以下第２位で四捨五入した。  

該当数字がないもの及び分母が０のため計算できないものは「－」とした。また、数

値がマイナスのものは「△」で表した。  

「X」は、集計対象となる事業所が１又は２であるため、集計結果をそのまま公表す

ると個々の報告者の秘密が漏れるおそれがある場合に該当数値を秘匿した箇所である。

また、集計対象が３以上の事業所に関する数値であっても、集計対象が１又は２の事業

所の数値が合計との差引きで判明する箇所は、併せて「X」とした。  

 

４ 工業統計においては、平成１９年調査から、製造以外の活動も把握できる調査内容と

するため、「その他収入額」として従来の修理料収入、冷蔵保管料に加え、転売収入など

の項目を追加した。  

また、原材料使用額等に「製造等に関連する外注費」、「転売した商品の仕入額」を調

査項目として追加したことにより、「製造品出荷額等」、「付加価値額」、「原材料使用額等」

については、平成１８年以前の数値とは接続しない。  

 

５ 市町村については、調査期日（平成２４年１２月３１日）のものである。  
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６ 産業分類の略称等は以下のとおりである。 

 

 

７ 地域分類については以下のとおりである。 

 

 

 

 

番号 産業分類中分類 本文略称 図表略称 各産業における製造品の例

09 食料品製造業 食料品 食 料 洋生菓子、そう（惣）菜、すし、弁当、おにぎり

10 飲料・たばこ・飼料製造業 飲料 飲 料 炭酸飲料、コーヒー飲料、茶系飲料

11 繊維工業 繊維 繊 維 プレスフェルト生地、不織布、ふとん

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 木材 木 材 住宅建築用木製組立材料、特殊合板、集成材

13 家具・装備品製造業 家具 家 具 木製流し台・調理台・ガス台、建具、木製棚・戸棚

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 紙・パルプ 紙 パ 段ボール箱、中しん原紙、外装用ライナ

15 印刷・同関連業 印刷 印 刷 オフセット印刷物、フォトマスク、おう版印刷物

16 化学工業 化学 化 学 医薬品製剤、一般インキ、化粧水

17 石油製品・石炭製品製造業 石油 石 油 アスファルト舗装混合剤、タール舗装混合剤

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） プラスチック プ ラ プラスチック成形材料、飲料用プラスチックボトル

19 ゴム製品製造業 ゴム ゴ ム ゴム製パッキン類、防振ゴム、ゴムロール

20 なめし革・同製品・毛皮製造業 なめし革 皮 革 婦人用・子供用革靴、なめし革製ハンドバッグ

21 窯業・土石製品製造業 窯業 窯 業 生コンクリート、ポルトランドセメント、研磨布紙

22 鉄鋼業 鉄鋼 鉄 鋼 鉄鋼切断品、小型棒鋼、鉄スクラップ加工処理品

23 非鉄金属製造業 非鉄金属 非 鉄 金・同合金展伸材、アルミニウム圧延製品

24 金属製品製造業 金属 金 属 食缶（缶詰用缶）、打抜・プレス機械部分品

25 はん用機械器具製造業 はん用機器 は 用 空気圧機器、ころ軸受、コンベヤ

26 生産用機械器具製造業 生産用機器 生 産 ウェーハプロセス用処理装置、個装・内装機械

27 業務用機械器具製造業 業務用機器 業 務 パチンコ、スロットマシン、光学レンズ

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 電子部品 電 子 線形回路、ダイオード、リジッドプリント配線板

29 電気機械器具製造業 電気機器 電 気 監視制御装置、開閉器、鉛蓄電池

30 情報通信機械器具製造業 情報機器 情 報 液晶テレビジョン受信機、携帯電話機、ＰＨＳ電話機

31 輸送用機械器具製造業 輸送用機器 輸 送 普通乗用車、軽・小型乗用車、懸架・制動装置部品

32 その他の製造業 その他 そ 他 ユニット住宅、貴金属製装身具、クロック

地域名 市町村名（平成24年12月31日現在）

さいたま市
さいたま市（西区、北区、大宮区、見沼区、中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、岩
槻区）

南部地域 川口市、蕨市、戸田市

南西部地域 朝霞市、志木市、和光市、新座市、富士見市、ふじみ野市、三芳町

東部地域 春日部市、草加市、越谷市、八潮市、三郷市、吉川市、松伏町

県央地域 鴻巣市、上尾市、桶川市、北本市、伊奈町

川越比企地域（川越） 川越市、坂戸市、鶴ヶ島市、毛呂山町、越生町

川越比企地域（東松山）
東松山市、滑川町、嵐山町、小川町、川島町、吉見町、鳩山町、ときがわ町、東秩
父村

西部地域 所沢市、飯能市、狭山市、入間市、日高市

利根地域 行田市、加須市、羽生市、久喜市、蓮田市、白岡市、幸手市、宮代町、杉戸町

北部地域（熊谷） 熊谷市、深谷市、寄居町

北部地域（本庄） 本庄市、美里町、神川町、上里町

秩父地域 秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町
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用 語 の 説 明 

 

１ 事業所 

経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の要件を備えているものを

いう。 

（１）一定の場所（１区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われてい

ること。 

（２）従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われてい

ること。 

 

２ 従業者 

本報告においては、調査日（工業統計：調査年１２月３１日、経済センサス活動調査：

平成２４年２月１日、）現在で、当該事業所で働いている人をいう。したがって、他の会

社などの別経営の事業所から出向又は派遣されている人（受入者）も含まれる。一方、

他の会社などの別経営の事業所へ出向又は派遣している人（送出者）、臨時雇用者は従業

者に含めない。 

なお、個人経営の事業所の家族従業者は、賃金・給与を支給されていなくても従業者

としている。 

 

３ 事業所の産業分類 

調査期間（活動調査：平成２３年１年間、工業統計：調査年１年間）における事業所

の売上額、収入額又は出荷額等により、日本標準産業分類（平成１９年１１月改定）に

基づき分類している。なお、本速報においては、中分類に基づき分類している。 

 

４ 集計項目 

（１）従業者数（上記「２ 従業者」参照） 

（２）製造品出荷額等 

 ＝製造品出荷額＋ 製造工程から出たくず及び廃物の出荷額 

＋ 加工賃収入額 ＋ その他収入額（転売収入、修理料収入等） 

（３）付加価値額 

 ＝製造品出荷額等 ＋（製造品年末在庫額 － 製造品年初在庫額） 

  ＋（半製品及び仕掛品年末価額 － 半製品及び仕掛品年初価額） 

  －（消費税を除く内国消費税額 ＋ 推計消費税額） 

  － 原材料使用額等 － 減価償却額 

（４）粗付加価値額 

 ＝製造品出荷額等 －（消費税を除く内国消費税額 ＋ 推計消費税額） 

 － 原材料使用額等 

（５）有形固定資産投資総額 

 ＝土地の取得額 ＋ 有形固定資産(土地を除く)の取得額 ＋ 建設仮勘定の年間増減 
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調査結果の概要  

１ 概況（従業者４人以上の事業所） 

 

事 業 所 数 は、１万２１８４事業所（前年比９．３％減）  

従 業 者 数 は、   ３７万２３０８人（前年比２．１％減）  

製 造 品 出 荷 額 等 は、１２兆１３９３億円（前年比０．０％減）表示単位未満  

付 加 価 値 額 は、   ４兆１２３３億円（前年比６．１％減）  

 事業所数は２年ぶり、付加価値額は３年ぶりに減少に転じ、従業者数、製造品出荷額等

は２年連続の減少となった。  

表 1 主要項目の前年比較 

 

表 2 主要項目の推移  

 主要項目について全国と比べると、事業所数、従業者数が全国第４位、製造品出荷額等

が第７位、付加価値額が第６位となっている。 

平成２３年 平成２４年 増減数 前年比（％）
事業所数 13,431 12,184 ▲ 1,247 ▲ 9.3

従業者数（人） 380,449 372,308 ▲ 8,141 ▲ 2.1

製造品出荷額等（億円） 121,437 121,393 ▲ 44 ▲ 0.0

付加価値額（億円） 43,934 41,233 ▲ 2,701 ▲ 6.1

項目

前年比 前年比 前年比 前年比
年次 （％） （人） （％） （億円） （％） （億円） （％）

平成　１５年 16,629 2.4 429,980 ▲ 1.1 130,691 2.4 48,183 ▲ 0.5

１６年 15,355 ▲ 7.7 421,231 ▲ 2.0 135,690 3.8 51,379 6.6

１７年 15,821 3.0 421,442 0.1 138,021 1.7 52,134 1.5

１８年 14,969 ▲ 5.4 424,662 0.8 142,316 3.1 53,863 3.3

１９年 15,135 1.1 440,359 3.7 149,476 - 51,354 -

２０年 15,515 2.5 432,274 ▲ 1.8 146,577 ▲ 1.9 48,168 ▲ 6.2

２１年 13,607 ▲ 12.3 392,013 ▲ 9.3 117,748 ▲ 19.7 41,560 ▲ 13.7

２２年 12,876 ▲ 5.4 393,413 0.4 128,532 9.2 43,361 4.3

２３年 13,431 4.3 380,449 ▲ 3.3 121,437 ▲ 5.5 43,934 1.3

２４年 12,184 ▲ 9.3 372,308 ▲ 2.1 121,393 ▲ 0.0 41,233 ▲ 6.1

注）　平成１９年調査は、調査項目を変更したことにより「製造品出荷額等」及び「付加価値額」は前年の数値と接続しない。

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 付加価値額
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図 1 事業所数・従業者数の推移（従業者４人以上の事業所）  

 

図 2 製造品出荷額等・付加価値額の推移（従業者数４人以上の事業所）  

 

注：平成 19 年調査は、調査項目の追加を行ったため前年の数値と接続しない。  
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２ 事業所数（従業者４人以上の事業所） 

事業所数は１万２１８４事業所で、前年より１２４７事業所減少  （前年比９．３％減） 

（１）産業中分類別の状況（概要表第１表）  

 産業別に構成比をみると、「金属」の１５．６％（１９０５事業所）が最も大きく、以下

「生産用機器」の９．４％（１１４５事業所）、「プラスチック」の８．７％（１０６４事

業所）の順となっている。  

 前年との比較では、「鉄鋼業」が１事業所増加（０．４％増）した以外は減少しており、

「金属製品」が２０２事業所減（９．６％減）、「生産用機器」が１５１事業所減（１１．

７％減）など２３業種で減少した。  

図 3 産業中分類別の事業所数構成比  

 

図 4 産業中分類別の事業所数増減  
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（２）従業者規模別の状況（概要表第３－１表）  

 従業者規模別に構成比をみると、「４～９人」の４４．２％（５３８３事業所）が最も大

きく、以下「１０～１９人」の２５．０％（３０４６事業所）、「２０～２９人」の１１．

７％（１４３１事業所）の順となっている。 

図 5 従業者規模別の事業所数構成比  

 

（３）地域別・市町村別の状況（概要表第４表・概要表第５表） 

 地域別に構成比をみると、「東部地域」の２１．２％（２５８２事業所）が最も大きく、

以下「南部地域」の１７．５％（２１３１事業所）、「利根地域」の１０．２％（１２４１

事業所）の順となっている。 

 市町村別では、「川口市」の１２．７％（１５４６事業所）が最も大きく、以下「さいた

ま市」の８．６％（１０４６事業所）、「八潮市」の５．３％（６４８事業所）、「戸田市」

４．３％（５２４事業所）、「川越市」の４．０％（４８６事業所）の順となっており、 

市部で８８．８％を占めている。 

図６ 地域別の事業所数構成比 
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３ 従業者数（従業者４人以上の事業所） 

従業者数は３７万２３０８人で、前年より８１４１人減少（前年比２．１％減）  

（１）産業中分類別の状況（概要表第２－１表）  

 構成比をみると、「食料品」の１５．７％（５万８３４８人）が最も大きく、以下「輸送

用機器」の１１．５％（４万２７１２人）、「金属」の８．７％（３万２２０７人）の順と

なっている。  

 前年との比較では、「食料品」が３０８１人増（５．６％増）、「はん用機器」が１６３９

人増（１３．８％増）など、８業種で増加した。一方、「生産用機器」が２４０６人減（９．

９％減）「印刷」が２２９５人減（７．０％減）、など、１６業種で減少した。  

図 7 産業中分類別の従業者数構成比  

 

図 8 産業中分類別の従業者数増減  
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（２）従業者規模別の状況（概要表第３－１表）  

 従業者規模別に構成比をみると、「１００～１９９人」の１５．０％（５万５９７５人）

が最も大きく、以下「５０～９９人」の１４．０％（５万２２０２人）、「１０～１９人」

の１１．２％（４万１７２１人）の順となっている。 

図 9 従業者規模別の従業者数構成比  

 

 

（３）地域別・市町村別の状況（概要表第４表・概要表第５表） 

 地域別に構成比をみると、「東部地域」の１４．０％（５万２２１０人）が最も大きく、

以下「利根地域」の１２．８％（４万７６０１人）、「西部地域」の１２．６％（４万６８

５０人）の順となっている。 

 市町村別では、「さいたま市」の７．２％（２万６８９２人）が最も大きく、以下「川越

市」の６．０％（２万２３３２人）、「川口市」の６．０％（２万２２６０人）、「狭山市」

の４．８％（１万７６９７人）、「熊谷市」の４．０％（１万５０５９人）の順となってお

り、市部８７．３％を占めている。 

図 10 地域別の従業者数構成比 
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（４）１事業所当たりの状況  

 １事業所当たりの従業者数は、３０．６人（前年２８．３人）となっている。産業中分

類別では、「情報機器」の８０．１人が最も多く、以下「輸送用機器」の６８．１人、「食

料品」の６４．５人、「化学」の６０．８人の順となっており、「なめし革」の１４．３人

が最も少なくなっている。  

図 11 １事業所当たり従業者数  
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順となっている。  
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 前年との比較では、「化学」が１８１０億円増（１１．９％増）、「輸送用機器」が８８３

億円増（４．６％増）など、１３業種で増加した。一方、「非鉄金属」が８７６億円減（１

３．８％減）、「生産用機器」が８３９億円減（１５．２％減）など、１１業種で減少した。  

図 12 産業中分類別の製造品出荷額等構成比  

 

図 13 産業中分類別の製造品出荷額等増減  
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（２）従業者規模別の状況（概要表第３－１表）  

 従業者規模別に構成比をみると、「１００～１９９人」の１６．６％（２兆１６６億円）

が最も大きく、以下「５００～９９９人」の１３．６％（１兆６ ,４８８億円）、「２００～

２９９人」の１２．５％（１兆５ ,２３２億円）の順となっている。 

図 14 従業者規模別の製造品出荷額等構成比  

 

（３）地域別・市町村別の状況（概要表第４表・概要表第５表）  

 地域別に構成比をみると、「西部地域」の１５．９％（１兆９３４３億円）が最も大きく、

以下「北部地域(熊谷）」の１３．４％（１兆６２５６億円）、「利根地域」の１２．２％（１

兆４７８６億円）の順となっている。  

 市町村別では、「狭山市」の８．８％（１兆７３９億円）が最も大きく、以下「熊谷市」

の７．５％（９０８１億円）、「川越市」の７．４％（８９９６億円）、「さいたま市」の６．

７％（８０８６億円）、「深谷市」の５．４％（６５９４億円）の順となっており、市部で

８７．５％を占めている。 

図 15 地域別の製造品出荷額等構成比 
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（４）１事業所当たりの状況  

 １事業所当たりの製造品出荷額等は、９億９６３３万円（前年９億４１６万円）となっ

ている。  

 産業中分類別にみると、「化学」の５０億９４５万円が最も多く、以下「輸送用機器」の

３１億９８９０万円、「情報機器」の２６億９ ,０９１万円の順となっており、「なめし革」

の１億８ ,９５３万円が最も少なくなっている。  

 

図 16 １事業所当たり製造品出荷額等  

 

５ 付加価値額（従業者４人以上の事業所（２９人以下は粗付加価値額）） 

付加価値額は４兆１２３８億円で、前年より２７０１億円減少（前年比６．１％減）  

（１）産業中分類別の状況（概要表第２－２表）  

 構成比をみると「化学」の１８．８％（７７４２億円）が最も大きく、以下「食料品」

の１２．０％（４９２９億円）、「輸送用機器」の１０．７％（４４２５億円）の順となっ

ている。  
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 前年との比較では、「輸送用機器」が５５９億円増（１４．５％増）、「はん用機器」が４

４５億円増（３９．５％増）など６業種で増加した。一方、「プラスチック」が６４２億円

減（２１．１％減）、「印刷」が６２４億円減（１７．４％減）など１８業種で減少した。  

図 17 産業中分類別の付加価値額構成比  

 

（２）従業者規模別の状況（概要表第３－２表）  

 従業者規模別に構成比をみると、「１００～１９９人」の１５．８％（６５１４億円）が

最も大きく、以下「２００～２９９人」の１５．０％（６１６９億円）、「５０～９９人」

の１２．４％（５０９５億円）、の順となっている。  

図 18 従業者規模別の付加価値額構成比  
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（３）地域別・市町村別の状況（概要表第４表・概要表第５表）  

 地域別に構成比をみると、「北部地域 (熊谷）」の１４．０％（５７７０億円）が最も大き

く、以下「利根地域」の１２．３％（５０５２億円）、「東部地域」の１２．１％（４９９

５億円）の順となっている。  

 市町村別では、「熊谷市」の９．９％（４０６４億円）が最も大きく、以下「さいたま市」

の７．９％（３２７７億円）、「川越市」の５．７％（２３５１億円）、「川口市」の４．５％

（１８７５億円）、「美里町」の４．４％（１７９９億円）の順となっており、市部で８５．

４％を占めている。  

図 19 地域別の付加価値構成比 

 

（４）１事業所当たりの状況  

 １事業所当たりの付加価値額は、３億８４２万円（前年３億３８４２万円）となってい

る。産業中分類別では、「化学」の２２億８３８８万円が最も多く、以下「飲料」の８億３

９６２万円、「輸送用機器」の７億５７２万円、「食料品」の５億４４６１万円の順となっ

ており、「なめし革」の７８２７万円が最も少なくなっている。  

図 20 １事業所当たり付加価値額  
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６ 現金給与総額（従業者４人以上の事業所） 

現金給与総額は１兆５５９２億円で、前年より５８５億円減少（前年比３．６％減）  

（１）産業中分類別の状況  

 構成比をみると、「輸送用機器」の１５．０％（２３４１億円）が最も大きく、以下「食

料品」の１０．９％（１６９８億円）、「印刷」の８．２％（１２７１億円）の順となっ

ている。 

 前年との比較では、「食料品」が８７億円（５．４%増）、「業務用機器」が８６億円増

（１９．１%増）など７業種で増加した。一方、「輸送用機器」が１６４億円減（６．５％

減）、「生産用機器」が１２２億円減（１０．３％減）など１７業種で減少した。 

 

図 21 産業中分類別の現金給与総額構成比  

 

（２）従業者規模別の状況  

 従業者規模別に構成比をみると、「１００～１９９人」の１５．５％（２４１４億円）

が最も大きく、以下「５０～９９人」の１３．３％（２０７５億円）、「５００～９９９

人」の１１．４％（１７７９億円）の順となっている。  

図 22 従業者規模別の現金給与総額構成比  
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７ 原材料使用額等（従業者４人以上の事業所） 

原材料使用額等は７兆５５７７億円で、前年より２０６１億円増加 (前年比２．８％増 ) 

（１）産業中分類別の状況  

 構成比をみると「輸送用機器」の２０．１％（１兆５１６９億円）が最も大きく、以下

「化学」の１１．５％(８６６１億円)、「食料品」の１１．３％(８５４３億円)の順とな

っている。 

 前年との比較では、「化学」で１４１９億円増（１９．６％増）、「電子機器」で７２

４億円増（２０．１％増）など１２業種で増加した。一方、「非鉄金属」が８３７億円減

（１６．４％減）、「生産用機器」が５２１億円減（１５．６％減）など１２業種で減少

した。 

図 23 産業中分類別の原材料使用額等構成比  

 

（２）従業者規模別の状況  

 従業者規模別に構成比をみると、「１００～１９９人」の１６．７％（１兆２６０５億

円）が最も大きく、以下、「１０００人以上」の１５．０％（１兆１３０１億円）、「５

００～９９９人」の１４．３％（１兆８４２億円）の順となっている。  

図 24 従業者規模別の原材料使用額等構成比  
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８ 有形固定資産投資総額（従業者３０人以上の事業所）  

有形固定資産投資総額は３５５５億円で、前年比１００３億円増加  

（前年比３９．３％増）  

（１）産業中分類別の状況（概要表第２－２表）  

 構成比をみると「輸送用機器」の２５．６％（９０９億円）が最も大きく、以下「食料

品」の１３．０％（４６１億円）、「化学」の７．７％（２７５億円）の順となっている。  

 前年との比較では、「輸送用機器」が４４７億円増（９６．６％増）、「業務用機器」が８

３億円増（５４．５％増）など１７業種で増加した。一方、「窯業・土石」が５３億円減（５

１．９%減）、「電気機械」２２億円減（２５．４％減）など５業種で減少した。  

（※「石油」及び「皮革」は秘匿となっている。）  

図 25 産業中分類別の有形固定資産投資総額構成比   

 

（２）従業者規模別の状況（概要表第３－２表）  

 従業者規模別に構成比をみると、「１０００人以上」の２２．８％（８１２億円）が最も

大きく、以下「１００～１９９人」の２０．１％（７１５億円）、「５００～９９９人」の 

１４．３％（５０９億円）の順となっている。 

図 26 従業者規模別の有形固定資産投資総額構成比  
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９ 敷地面積（従業者３０人以上の事業所）  

事業所敷地面積は３８１７万２０６９㎡で、前年より４２万２２４３㎡減少  

（前年比１．１％減）  

（１）産業中分類別の状況  

 構成比をみると、「輸送用機器」の１２．７％（４８６万３８３４㎡）が最も大きく、以

下「窯業」の９．７％（３６９万２８２８㎡）、「食料品」の９．４％（３５７万９２３７

㎡）の順となっている。  

 前年との比較では、「窯業」が５４万㎡増（１７．３％増）、「鉄鋼業」が１９万㎡増（２

０．１％増）など９業種で増加した。一方、「生産用機器」が３５万㎡減（２０．６％減）、

「プラスチック」が３４万㎡減（１０．８％減）、「電子機器」が２２万㎡（１５．４％減）

など１３業種で減少した。（※「石油」及び「皮革」は秘匿となっている。）  

図 27 産業中分類別の敷地面積構成比  

 

（２）地域別の状況  

 地域別の構成比をみると、「北部地域（熊谷）」の１８．６％（７１０万５９０６㎡）が

最も大きく、以下「利根地域」の１６．４％（６２５万１６５９㎡）、「西部地域」の１０．

５％（４０１万９１７０㎡）の順となっている。  

図 28 地域別の敷地面積構成比 
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１０ 工業用水（従業者３０人以上の事業所） 

工業用水の 1 日当たり使用量は１４４万５５０３㎥で、前年より２６万８７４８㎥

減少（前年比１５．７％減）  

（１）産業中分類別の状況  

 構成比は、「輸送用機器」の２６．４％（３８万１５９０㎥）が最も大きく、以下「窯業」

の１２．８％（１８万５６６０㎥）、「食料品」の１２．３％（１７万８１５６㎥）の順と

なっている。  

 前年との比較では、「食料品」が１万７７４７㎥増（１１．１％増）、「印刷」が１万２４

０４㎥増（９１．０％増）など９業種で増加した。一方、「窯業」が１５万４２８３㎥減（４

５．４％減）、「化学」７万４７３８㎥減（３６．５％減）など１３業種で減少した。  

（※「石油」及び「皮革」は秘匿となっている。）  

図 29 産業中分類別の工業用水使用量構成比  

 

（２）地域別の状況  

 地域別に工業用水使用量の構成比をみると、「西部地域」の３３．２％（４８万３２２㎥）

が最も大きく、以下「北部地域（熊谷）」の１９．９％（２８万８０３５㎥）、「東部地域」

の１０．４％（１５万８６２㎥）の順となっている。  

図 30 地域別の工業用水使用量構成比 
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彩の国 

統計調査にご協力をお願いします。 
 

           

 

 

平成２６年１２月３１日に平成２６年工業統計調査を行います。 

ご協力よろしくお願いします。  

 

経済産業省・埼玉県・市町村 
 

 

 

 埼玉県ホームページでは、各種統計資料を掲載した「彩の国統計情報館」を開設

しています。 

この工業統計調査結果（速報）もご覧いただけます。是非ご利用ください。 

 

http://www.pref.saitama.lg.jp/soshiki/c08/ 

問い合わせ先： 

 埼玉県総務部統計課商工統計担当 電話：０４８－８３０－２３２４（直通） 

http://www.pref.saitama.lg.jp/soshiki/c08/

